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最近の中国内外情勢と憲法問題 

(城北法律事務所「戦争法反対連続企画」第 4回) 

－関 連 資 料－ 

  

1．サンフランシスコ対日平和条約  

第二章 領域  

   第二条  

 （ａ） 日本国は、朝鮮の独立を承認して、済州島、巨文島及び欝陵島を含む朝鮮に

対するすべての権利、権原及び請求権を放棄する。  

 （ｂ） 日本国は、台湾及び澎湖諸島に対するすべての権利、権原及び請求権を放棄

する。  

 （ｃ） 日本国は、千島列島並びに日本国が千九百五年九月五日のポーツマス条約の

結果として主権を獲得した樺太の一部及びこれに近接する諸島に対するすべて

の権利、権原及び請求権を放棄する。  

 （ｄ） 日本国は、国際連盟の委任統治制度に関連するすべての権利、権原及び請求

権を放棄し、且つ、以前に日本国の委任統治の下にあつた太平洋の諸島に信託

統治制度を及ぼす千九百四十七年四月二日の国際連合安全保障理事会の行動を

受諾する。  

 （ｅ） 日本国は、日本国民の活動に由来するか又は他に由来するかを問わず、南極

地域のいずれの部分に対する権利若しくは権原又はいずれの部分に関する利益

についても、すべての請求権を放棄する。  

 （ｆ） 日本国は、新南群島及び西沙群島に対するすべての権利、権原及び請求権を

放棄する。  

 

3．日華平和条約  

第二条  

 日本国は、千九百五十一年九月八日にアメリカ合衆国のサン・フランシスコ市で署名

された日本国との平和条約（以下「サン・フランシスコ条約」という。） 第二条に基き、

台湾及び澎湖諸島並びに新南群島及び西沙群島に対するすべての権利、権原及び請求権

を放棄したことが承認される。  
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4．日本人の対中イメージと国際的対中イメージのギャップ  

〇10 ヵ国指導者の経済政策に関する評価 

 G-5 独日 BRICS 

オバマ 習近平 ﾌﾟｰﾁﾝ ｷｬﾒﾛﾝ ｵﾗﾝﾄﾞ ﾒﾙｹﾙ 安倍 ﾙｾﾌ ﾓﾃﾞｨ ｽﾞﾏ 4

参照 

米州 米 44.8 28.6 12.4 62 49 53.4 52.8 34.9 33 29.4 

伯 59.2 60.9 33.8 71 67 81.8 85.5 45.1 33.2 33.5 

欧州 露 15.3 87 79.6 34.9 37.7 44.1 57 62.2 58.9 28.6 

英 47.9 35.1 7.4 51.5 44.7 61.2 48.6 31 32.5 32.5 

仏 58.6 28.3 13.4 63.7 42.2 71 56.2 40 33.1 38.2 

独 37.8 29.6 8.6 51.7 51 53.5 43.8 32.1 28 31.7 

中日印 中 32.2 78.6 62.1 49.6 57.8 74.2 9.4 59.2 33.3 55 

日 23.1 1.8 4.9 26.7 29.5 41.3 30.4 16.8 27.7 13.7 

印 64.4 48.1 47.9 67.2 59.9 67.4 83.8 50.5 87.8 51.2 

APR 韓 51.8 38.7 16.2 53.8 54.8 72.7 72.7 30.2 29.8 23.9 

タイ 50.4 65.6 29.4 59.9 58.4 62.2 84 41 36.7 27.3 

印尼 51.9 74.8 38.8 77.7 70.6 83.7 90.3 51.9 57.2 46.6 

越 67.2 15.9 58 77 76 77.8 87.6 53.5 56.4 38.5 

豪 52.8 47.5 8.1 63.8 50.8 61.7 60.3 28.1 36.3 29 

 

〇30 ヵ国回答者の 10 ヵ国指導者の内外政処理承認度 

＜内政＞               ＜外政＞ 

メルケル      79.7％      メルケル       77.2％ 

習近平       78.5％      習近平        76.5％ 

モディ       72.5％      モディ        69.8％ 

キャメロン     67.2％      キャメロン      66.8％ 

オバマ       64.5％      オバマ        64.2％ 

ズマ        62％       ルセフ        60％ 

プーチン      60.2％      ズマ         59.2％ 

ルセフ       59.9％      プーチン       58.9％ 

オランド      57.4％      オランド       58.7％ 

安倍晋三      42.5％      安倍晋三       40.3％ 

 

（出所）Harvard Kennedy School ASH Center, Reflections on a Survey of Global 

Perceptions of International Leaders and World Powers (Tony Saich, December 2014) 

 



3 

 

5．上海コミュニケ  

（ニクソン米大統領の訪中に関する米中共同声明 1972 年 2 月 28 日）－外務省仮訳- 

 米国側は次のように述べた。アジアと世界の平和のためには、当面の緊張を緩和し、

かつ、抗争の基本的原因を取り除くため努力することが必要である。米国は、公正かつ

安定した平和のために努力するものである。なぜ公正というかといえば、これこそ自由

と進歩をめざす諸国、諸国民の願いをかなえるものだからで あり、また、なぜ安定とい

うかといえば、これこそ外部からの侵略の危険を除去するものだからである。米国は、

世界のすべての人々の、外部からの圧力や干渉のない、個人的自由と社会的進歩を支持

する。米国は、事故、誤算、あるいは誤解によつておこる対決の危険を減少させるため

に、イデオロギーを異にする国と国との間の意思疎通を改善することは、緊張緩和への

努力に資するものと信ずる。各国は、相互尊重の念をもつて対処し合うべきであり、ま

た、行為をもつて最終的審判たらしめることにより平和裡に競争することにやぶさかで

あつてはならない。いかなる国も自国の絶対的正しさを主張すべきではなく、各国は、

共通の利益のために、自国の態度を再検討する用意がなければならない。米国は、イン

ドシナの諸国民が、外部からの干渉をうけることなく自らの運命を決定することを許さ

れるべきであり、従来から米国の一貫した最も重要な目標は交渉による解決であり、ヴ

ィエトナム共和国と米国が１９７２年１月２７日に提示した８項目の提案は、この目標

達成への基礎となるのであり、交渉による解決が得られない場合、米国は、インドシナ

各国の自決という目標に合せて、この地域から最終的にすべての軍隊を撤退させること

を想定している旨強調した。米国は、大韓民国との密接なきずなと同国に対する支持を

維持する。米国は、朝鮮半島の緊張緩和及び意志疎通の強化のための大韓民国の努力を

支持するものである。米国は、日本との友好関係に最高の価値を置いている。米国は、

現在の緊密な紐帯を引続き発展させるものである。１９７１年１２月２１日になされた

国際連合安全保障理事会の決議に従つて、米国は、インドとパキスタンとの間の停戦が

継続すること、並びにすべての軍隊が各々の領土内及びジヤム・カシミール停戦ライン

の各々の側へ撤退することに賛同する。米国は、南アジアの諸国民が、軍事的脅威を受

けることなく、平和的に、また、この地域が大国の競争の的とされることなく、自らの

将来を形成する権利を支持する。  

 中国側は、次のように述べた。圧迫のあるところには反抗がある。国家は独立を求め、

民族は解放を求め、人民は革命を求めており、このことは、はばむことのできない歴史

の流れとなつている。すべての国は、大小を問わず平等であるべきであり、大国は小国

を愚弄すべきではなく、強国は弱国を愚弄すべきではない。中国は決して超大国にはな

らず、またいかなる覇権主義及び強権政治にも反対する。中国側は、次のように述べた。

中国は、すべての被圧迫人民と被圧迫民族が自由と解放をかちとる闘争を断固支持する。

各国人民は自己の意志に従つて自国の社会制度を選択する権利を持ち、また、自国の独
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立、主権、領土保全を維持し、外部からの侵略、干渉、支配、破壊活動に反対する権利

を持つ。一切の外国軍隊は自国に撤退すべきである。  

 中国側は、ヴィエトナム、ラオス、カンボディア３国人民が自己の目標達成のために

払つている努力に対する断固たる支持、南ヴィエトナム共和国臨時革命政府の７項目の

提案及び今年２月の同提案の二つの鍵となる問題の説明及びインドシナ人民首脳会議の

共同宣言への断固たる支持を表明した。中国側は、朝鮮民主主義人民共和国政府が１９

７１年４月１２日に提示した朝鮮平和統一に関する８項目提案、及び「国連朝鮮統一復

興委員会」を廃止すべきであるとの立場を断固として支持する。中国側は、日本軍国主

義の復活と対外拡張に断固として反対し、独立、民主、平和、中立の日本をうちたてん

とする日本人民の願望を断固として支持する。中国側は、インドとパキスタンが、国連

の印パ問題に関する諸決議に基づいて、直ちに自己の軍隊を全て各々の領土内及びジャ

ム・カシミール停戦 ラインの各々の側へ撤退させるべきであると断固主張し、パキスタ

ン政府と人民の独立、主権を守る闘争及びジャム・カシミール人民の自決権をかちとる

闘争を断固支持する。  

 中国と米国の社会制度と対外政策には本質的な相違が存在している。しかしながら、

双方は、各国が、社会制度のいかんを問わず、すべての国の主権と領土保全の尊重、他

国に対する不可侵、他国の国内問題に対する不干渉、平等互恵、及び平和共存の原則に

基づき、国と国との関係を処理すべきである旨合意した。国際紛争は、この基礎に基づ

き、武力の使用または威嚇に訴えることなく解決されるべきである。米国と中国は、相

互の関係においてこれらの原則を適用する用意がある。  

 国際関係におけるこれらの原則に留意しつつ双方は次のように述べた。  

－中国と米国の関係正常化への前進は、全ての国々の利益にかなつている。  

－双方共、国際的軍事衝突の危険を減少させることを願望する。  

－いずれの側も、アジア・太平洋地域における覇権を求めるべきでなく、他のいかなる

国家あるいは国家集団によるこのような覇権樹立への試みにも反対する。  

－いずれの側も、いかなる第三者に代わつて交渉し、あるいは、第三国についての合意

や了解を相互に取り決める用意もない。  

 双方は、いずれかのある大国が、別の大国と結託してその他の国家に対抗したり、あ

るいは大国が世界中を利益圏に分割することは、世界各国国民の利益に反するものであ

るとの見解に立つている。  

 双方は、米中両国間に長期にわたって存在してきた重大な紛争を検討した。中国側は、

台湾問題は中国と米国との間の関係正常化を阻害しているかなめの問題であり、中華人

民共和国政府は中国の唯一の合法政府であり、台湾は中国の一省であり、夙に祖国に返

還されており、台湾解放は、他のいかなる国も干渉の権利を有しない中国の国内問題で

あり、米国の全ての軍隊及び軍事施設は台湾から撤退ないし撤去されなければならない

という立場を再確認した。中国政府は、「一つの中国、一つの台湾」、「一つの中国、
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二つの政府」、「二つの中国」及び「台湾独立」を作り上げることを目的とし、あるい

は「台湾の地位は未確定である」と唱えるいかなる活動にも断固として反対する。  

 米国側は次のように表明した。米国は、台湾海峡の両側のすべての中国人が、中国は

ただ一つであり、台湾は中国の一部分であると主張していることを認識している。米国

政府は、この立場に異論をとなえない。米国政府は、中国人自らによる台湾問題の平和

的解決についての米国政府の関心を再確認する。かかる展望を念頭におき、米国政府は、

台湾から全ての米国軍隊と軍事施設を撤退ないし撤去するという最終目標を確認する。

当面、米国政府は、この地域の緊張が緩和するにしたがい、台湾の米国軍隊と軍事施設

を漸進的に減少させるであろう。  

 双方は、両国国民間の理解を増大することが望ましいということに同意した。この目

的のため、双方は、科学、技術、文化、スポーツ、報道のごとく、国民と国民との間の

接触と交流が双方にとつて有益な特定の分野について、討議を行なつた。それぞれの側

は、このような接触と交流を一層発展させることを容易にすることとする。  

 双方は、両国間の貿易は、相互の利益がもたらされる他の一つの分野であると考え、

平等互恵に基づく経済関係は、両国国民の利益に合致するものであることに同意した。

双方は、両国間の貿易の漸進的発展を促進することに合意する。  

 双方は、両国の関係正常化を進めるための具体的協議を行ない、また、双方の共通の

関心事項について引き続き意見を交換するために、米国の高官の代表を随時北京に派遣

すことを含め、種々の経路を通ずる接触を保つことに合意した。  

 双方は、今回の訪問の成果が両国関係に新しい将来を開くであろうとの希望を表明し

た。双方は、両国の関係正常化は米中両国国民の利益に合致するばかりでなく、アジア

と世界の緊張緩和に資するものと信ずる。  

 

6．米中国交樹立共同声明 (1979 年 1 月 1日)  

The United States of America and the People's Republic of China have 

agreed to recognize each other and to establish diplomatic relations as of 

January 1, 1979.  

The United States of America recognizes the Government of the People's 

Republic of China as the sole legal Government of China. Within this 

context, the people of the United States will maintain cultural, commercial, 

and other unofficial relations with the people of Taiwan.  

The United States of America and the People's Republic of China reaffirm 

the principles agreed on by the two sides in the Shanghai Communique 

and emphasize once again that:  

--Both wish to reduce the danger of international military conflict.  
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--Neither should seek hegemony in the Asia-Pacific region or in any other 

region of the world and each is opposed to efforts by any other country or 

group of countries to establish such hegemony.  

--Neither is prepared to negotiate on behalf of any third party or to enter 

into agreements or understandings with the other directed at other states.  

--The Government of the United States of America acknowledges the 

Chinese position that there is but one China and Taiwan is part of China.  

--Both believe that normalization of Sino-American relations is not only in 

the interest of the Chinese and American peoples but also contributes to 

the cause of peace in Asia and the world.  

The United States of America and the People's Republic of China will 

exchange Ambassadors and establish Embassies on March 1, 1979.  

 

7．第２上海コミュニケ  

（中華人民共和国とアメリカ合衆国の共同コミュニケ〔米国の対台湾武器売却問題につい

て〕）－外務省仮訳－ 

１．１９７９年１月１日にアメリカ合衆国政府と中華人民共和国政府により発出された

外交関係樹立に関する共同コミュニケにおいて、アメリカ合衆国は中華人民共和国政

府を中国の唯一の合法政府であることを承認し、中国はただ一つであり、台湾は中国

の一部であるとの中国の立場をアクノレッジした。そうした関係の範囲内で、双方は、

アメリカ合衆国が台湾の人々と文化、交易、その他の非公式な関係を維持していくこ

とに合意した。この基礎の上に、米国と中国の関係は正常化された。  

２．米国の台湾に対する武器売却問題は、両国の外交関係樹立に関する交渉の過程では

解決されなかった。双方は、相異なった立場をとり、中国側は、正常化後再び同問題

を取り上げる旨述べた。この問題は米中関係の発展を著しく害することになるもので

あることを認識し、双方は、１０月のロナルド・レーガン大統領と趙紫陽総理との会

談及びアレクサンダー・Ｍ・ヘイグ国務長官と黄華副総理兼外交部長との会談の際及

びそれ以後、この問題についての討議を行った。  

３．相互の主権並びに領土保全の尊重及び相互の内政不干渉は米中関係を律する基本的

な原則をなす。これらの原則は、１９７２年２月２８日の上海コミュニケにおいて確

認され、１９７９年１月１日に発効した外交関係樹立に関する共同コミュニケにおい

て再確認された。双方は、これらの原則は引き続き双方間の関係のすべての分野を律

するものであることを明確に声明する。  

４．中国政府は、台湾問題は中国の内政問題である旨を重ねて言明する。中国が１９７

９年１月１日に発した「台湾同胞に告げる書」は平和的祖国復帰へ向けて努力すると

の基本的政策を規定した。中国が１９８１年９月３０日に提示した９項目提案は、台
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湾問題の平和的解決に向けて努力するとのこの基本的政策の最も顕著な努力の表われ

であった。  

５．米国政府は、中国との関係を非常に重視しており、中国の主権と領土保全を侵害す

る意図も、中国の内政に干渉する意図も、「二つの中国」あるいは「一つの中国、一

つの台湾」政策を推し進める意図もないことを重ねて言明する。米国政府は、１９７

９年１月１日に発出された「台湾同胞に告げる書」及び１９８１ 年８月３０日に中国

から出された８項目提案に示されている台湾問題の平和的解決のため努力するとの中

国側の方針を理解し、評価する。台湾問題に関し生じた新しい状況もまた米国の対台

湾武器売却問題を巡る米中間の相違の解決のため有利な条件を作り出すものである。  

６．双方の上記の声明を念頭に置きつつ、米国政府は台湾への武器売却を長期的政策と

して実施するつもりはないこと、台湾に対する武器売却は質的にも量的にも米中外交

関係樹立以降の数年に供与されたもののレベルを越えないこと、及び台湾に対する武

器売却を次第に減らしていき一定期間のうちに最終的解決に導くつもりであることを

表明する。右を表明するに際し、米国は本問題の完全な解決に関する中国側の一貫し

た立場をアクノレッジする。  

７．米国の台湾への武器売却は歴史に根ざす問題であるが、一定期間のうちにその最終

的解決をもたらすために、両国政府は、本問題を完全解決に導くための措置をとり条

件を作り出すようあらゆる努力をする。  

８．米中関係の発展は両国人民の利益のためのみならず、世界の平和と安定に資するも

のである。双方は、平等と互恵の原則の下に、経済面、文化面、教育面、科学面、技

術面及びその他の分野における双方の結びつきを強化し、米国と中国の政府及び人民

の関係を引き続き発展させるため力強く、協同して努力する決意である。  

９．米中関係の健全な発展をもたらし、世界平和を維持し侵略と膨張に反対するために、

両国政府は、上海コミュニケ及び外交関係樹立に関する共同コミュニケにおいて双方

により合意された原則を再度確認する。双方は、共通の関心を有する二国間問題及び

国際問題に関し接触を維持し、適宜協議を行う。  
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8．日米安保条約  

第一条 締約国は、国際連合憲章に定めるところに従い、それぞれが関係することのあ

る国際紛争を平和的手段によつて国際の平和及び安全並びに正義を危うくしないように

解決し、並びにそれぞれの国際関係において、武力による威嚇又は武力の行使を、いか

なる国の領土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際連合の目的と両立しない

他のいかなる方法によるものも慎むことを約束する。 

 締約国は、他の平和愛好国と協同して、国際の平和及び安全を維持する国際連合の任

務が一層効果的に遂行されるように国際連合を強化することに努力する。 

第二条 締約国は、その自由な諸制度を強化することにより、これらの制度の基礎をな

す原則の理解を促進することにより、並びに安定及び福祉の条件を助長することによつ

て、平和的かつ友好的な国際関係の一層の発展に貢献する。締約国は、その国際経済政

策におけるくい違いを除くことに努め、また、両国の間の経済的協力を促進する。 

第三条 締約国は、個別的に及び相互に協力して、継続的かつ効果的な自助及び相互援

助により、武力攻撃に抵抗するそれぞれの能力を、憲法上の規定に従うことを条件とし

て、維持し発展させる。 

第四条 締約国は、この条約の実施に関して随時協議し、また、日本国の安全又は極東

における国際の平和及び安全に対する脅威が生じたときはいつでも、いずれか一方の締

約国の要請により協議する。 

第五条 各締約国は、日本国の施政の下にある領域における、いずれか一方に対する武

力攻撃が、自国の平和及び安全を危うくするものであることを認め、自国の憲法上の規

定及び手続に従つて共通の危険に対処するように行動することを宣言する。 

 前記の武力攻撃及びその結果として執つたすべての措置は、国際連合憲章第五十一条

の規定に従つて直ちに国際連合安全保障理事会に報告しなければならない。その措置は、

安全保障理事会が国際の平和及び安全を回復し及び維持するために必要な措置を執つた

ときは、終止しなければならない。 

第六条 日本国の安全に寄与し、並びに極東における国際の平和及び安全の維持に寄与

するため、アメリカ合衆国は、その陸軍、空軍及び海軍が日本国において施設及び区域

を使用することを許される。 

 前記の施設及び区域の使用並びに日本国における合衆国軍隊の地位は、千九百五十二

年二月二十八日に東京で署名された日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約第三

条に基く行政協定（改正を含む。）に代わる別個の協定及び合意される他の取極により

規律される。 

第七条 この条約は、国際連合憲章に基づく締約国の権利及び義務又は国際の平和及び

安全を維持する国際連合の責任に対しては、どのような影響も及ぼすものではなく、ま

た、及ぼすものと解釈してはならない。 
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9．日中共同声明  

 日中両国は、一衣帯水の間にある隣国であり、長い伝統的友好の歴史を有する。両国国

民は、両国間にこれまで存在していた不正常な状態に終止符を打つことを切望している。

戦争状態の終結と日中国交の正常化という両国国民の願望の実現は、両国関係の歴史に

新たな一頁を開くこととなろう。 

 日本側は、過去において日本国が戦争を通じて中国国民に重大な損害を与えたことに

ついての責任を痛感し、深く反省する。また、日本側は、中華人民共和国政府が提起し

た「復交三原則」を十分理解する立場に立って国交正常化の実現をはかるという見解を

再確認する。中国側は、これを歓迎するものである。 

 日中両国間には社会制度の相違があるにもかかわらず、両国は、平和友好関係を樹立

すべきであり、また、樹立することが可能である。両国間の国交を正常化し、相互に善

隣友好関係を発展させることは、両国国民の利益に合致するところであり、また、アジ

アにおける緊張緩和と世界の平和に貢献するものである。 

1．日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は、この共同声明が発出

される日に終了する。 

2．日本国政府は、中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。 

3．中華人民共和国政府は、台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを

重ねて表明する。日本国政府は、この中華人民共和国政府の立場を十分理解し、尊重

し、ポツダム宣言第八項に基づく立場を堅持する。 

4．日本国政府及び中華人民共和国政府は、千九百七十二年九月二十九日から外交関係

を樹立することを決定した。両政府は、国際法及び国際慣行に従い、それぞれの首都

における他方の大使館の設置及びその任務遂行のために必要なすべての措置をとり、

また、できるだけすみやかに大使を交換することを決定した。 

5．中華人民共和国政府は、中日両国国民の友好のために、日本国に対する戦争賠償の

請求を放棄することを宣言する。 

6．日本国政府及び中華人民共和国政府は、主権及び領土保全の相互尊重、相互不可侵、

内政に対する相互不干渉、平等及び互恵並びに平和共存の諸原則の基礎の上に両国間

の恒久的な平和友好関係を確立することに合意する。 

 両政府は、右の諸原則及び国際連合憲章の原則に基づき、日本国及び中国が、相互

の関係において、すべての紛争を平和的手段により解決し、武力又は武力による威嚇

に訴えないことを確認する。 

7．日中両国間の国交正常化は、第三国に対するものではない。両国のいずれも、アジ

ア・太平洋地域において覇権を求めるべきではなく、このような覇権を確立しようと

する他のいかなる国あるいは国の集団による試みにも反対する。 

8．日本国政府及び中華人民共和国政府は、両国間の平和友好関係を強固にし、発展さ

せるため、平和友好条約の締結を目的として、交渉を行うことに合意した。 
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9．日本国政府及び中華人民共和国政府は、両国間の関係を一層発展させ、人的往来を

拡大するため、必要に応じ、また、既存の民間取決めをも考慮しつつ、貿易、海運、

航空、漁業等の事項に関する協定の締結を目的として、交渉を行うことに合意した。 

 

10．中台経済関係  （参考）新台湾国策智庫文章  

 「中国は台湾にとって最大の投資先であり、台湾の対外投資の 70%以上を占めている。

台湾企業や外資企業は中国に大規模投資しており、中でも大部分が製造業及び輸出入産

業への投資であるため、中国の輸出成長率は急速なもので、2009 年における中国の総輸

出総額は 12,016 億米ドルと、すでに世界第一である。しかし、中国国家統計局の資料に

よると、中国全体の輸出の 55.9%は外資企業の貢献によるもので、少なくとも 15%から 20%

は台湾企業によるものと見積もられている。このほか、2009 年の中国の輸出純益トップ

20 社のうち、11 社は台湾企業である。こうした資料はいずれも台湾企業が中国の輸出及

び経済成長に大きく貢献していることを示している。 

 しかし、台湾経済のこの 30年の発展を振り返ってみると、ここ 10年（2000-2010）の

成長率は以前に比べ大幅に下落していることが分かる。重要な経済指標からは、ここ 10

年における台湾企業の対中投資が大幅に増加し、これに伴って国内資本の形成額はほぼ

完全に停滞し、その結果、以前は 2％前後であった失業率が倍以上に上昇し、実質給与は

増えないばかりか 10 年前の水準に逆戻りしていることが分かる。こうした統計は、台湾

企業による大規模な中国投資が主因であることを十分に示している。台湾企業による中

国投資がこれほどまで急速に成長した理由は、政府が 2000 年以降、両岸経済貿易を大幅

に開放したことによって、台湾から資金のみならず、企業幹部も中国に移ったため、技

術・管理・市場等が資金と共に中国に流入したため、生産要素が完全に中国に移動する

に等しい状況となったからである。こうした状況は、他国の企業が海外直接投資を行う

際には発生しない現象である。2008 年に馬政府が発足後、中国に対する開放政策はより

包括的でひどいものとなったため、クルーグマン教授がいう新経済地理理学そのものと

なり、中国を中心とし、台湾を周辺とする効果が生まれ、産業空洞化が進み、台湾経済

の周辺化をもたらした。」 

 

11．ポツダム宣言  

一、吾等合衆国大統領、中華民国政府主席及「グレート・ブリテン」国総理大臣ハ吾等

ノ数億ノ国民ヲ代表シ協議ノ上日本国ニ対シ今次ノ戦争ヲ終結スルノ機会ヲ与フルコ

トニ意見一致セリ 

二、合衆国、英帝国及中華民国ノ巨大ナル陸、海、空軍ハ西方ヨリ自国ノ陸軍及空軍ニ

依ル数倍ノ増強ヲ受ケ日本国ニ対シ最後的打撃ヲ加フルノ態勢ヲ整ヘタリ右軍事力ハ

日本国カ抵抗ヲ終止スルニ至ル迄同国ニ対シ戦争ヲ遂行スルノ一切ノ連合国ノ決意ニ

依リ支持セラレ且鼓舞セラレ居ルモノナリ 
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三、蹶起セル世界ノ自由ナル人民ノ力ニ対スル「ドイツ」国ノ無益且無意義ナル抵抗ノ

結果ハ日本国国民ニ対スル先例ヲ極メテ明白ニ示スモノナリ現在日本国ニ対シ集結シ

ツツアル力ハ抵抗スル「ナチス」ニ対シ適用セラレタル場合ニ於テ全「ドイツ」国人

民ノ土地、産業及生活様式ヲ必然的ニ荒廃ニ帰セシメタル力ニ比シ測リ知レサル程更

ニ強大ナルモノナリ吾等ノ決意ニ支持セラルル吾等ノ軍事力ノ最高度ノ使用ハ日本国

軍隊ノ不可避且完全ナル壊滅ヲ意味スヘク又同様必然的ニ日本国本土ノ完全ナル破壊

ヲ意味スヘシ 

四、無分別ナル打算ニ依リ日本帝国ヲ滅亡ノ淵ニ陥レタル我儘ナル軍国主義的助言者ニ

依リ日本国カ引続キ統御セラルヘキカ又ハ理性ノ経路ヲ日本国カ履ムヘキカヲ日本国

カ決意スヘキ時期ハ到来セリ 

五、吾等ノ条件ハ左ノ如シ 

吾等ハ右条件ヨリ離脱スルコトナカルヘシ右ニ代ル条件存在セス吾等ハ遅延ヲ認ムル

ヲ得ス 

六、吾等ハ無責任ナル軍国主義カ世界ヨリ駆逐セラルルニ至ル迄ハ平和、安全及正義ノ

新秩序カ生シ得サルコトヲ主張スルモノナルヲ以テ日本国国民ヲ欺瞞シ之ヲシテ世界

征服ノ挙ニ出ツルノ過誤ヲ犯サシメタル者ノ権力及勢力ハ永久ニ除去セラレサルヘカ

ラス 

七、右ノ如キ新秩序カ建設セラレ且日本国ノ戦争遂行能力カ破砕セラレタルコトノ確証

アルニ至ルマテハ聯合国ノ指定スヘキ日本国領域内ノ諸地点ハ吾等ノ茲ニ指示スル基

本的目的ノ達成ヲ確保スルタメ占領セラルヘシ 

八、「カイロ」宣言ノ条項ハ履行セラルヘク又日本国ノ主権ハ本州、北海道、九州及四

国並ニ吾等ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ 

九、日本国軍隊ハ完全ニ武装ヲ解除セラレタル後各自ノ家庭ニ復帰シ平和的且生産的ノ

生活ヲ営ムノ機会ヲ得シメラルヘシ 

十、吾等ハ日本人ヲ民族トシテ奴隷化セントシ又ハ国民トシテ滅亡セシメントスルノ意

図 ヲ有スルモノニ非サルモ吾等ノ俘虜ヲ虐待セル者ヲ含ム一切ノ戦争犯罪人ニ対シ

テハ厳重ナル処罰加ヘラルヘシ日本国政府ハ日本国国民ノ間ニ於ケル民主主義的傾向

ノ復活強化ニ対スル一切ノ障礙ヲ除去スヘシ言論、宗教及思想ノ自由並ニ基本的人権

ノ尊重ハ確立セラルヘシ 

十一、日本国ハ其ノ経済ヲ支持シ且公正ナル実物賠償ノ取立ヲ可能ナラシムルカ如キ産

業 ヲ維持スルコトヲ許サルヘシ但シ日本国ヲシテ戦争ノ為再軍備ヲ為スコトヲ得シ

ムルカ如キ産業ハ此ノ限ニ在ラス右目的ノ為原料ノ入手（其ノ支配トハ之ヲ区別 ス）

ヲ許可サルヘシ日本国ハ将来世界貿易関係ヘノ参加ヲ許サルヘシ 

十二、前記諸目的カ達成セラレ且日本国国民ノ自由ニ表明セル意思ニ従ヒ平和的傾向ヲ

有シ且責任アル政府カ樹立セラルルニ於テハ聯合国ノ占領軍ハ直ニ日本国ヨリ撤収セ

ラルヘシ 
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十三、吾等ハ日本国政府カ直ニ全日本国軍隊ノ無条件降伏ヲ宣言シ且右行動ニ於ケル同

政府ノ誠意ニ付適当且充分ナル保障ヲ提供センコトヲ同政府ニ対シ要求ス右以外ノ日

本国ノ選択ハ迅速且完全ナル壊滅アルノミトス 

 

12．昭和天皇の終戦詔書  

朕深ク世界ノ大勢ト帝国ノ現状トニ鑑ミ非常ノ措置ヲ以テ時局ヲ収拾セムト欲シ茲ニ忠

良ナル爾臣民ニ告ク 

朕ハ帝国政府ヲシテ米英支蘇四国ニ対シ其ノ共同宣言ヲ受諾スル旨通告セシメタリ 

抑々帝国臣民ノ康寧ヲ図リ万邦共栄ノ楽ヲ偕ニスルハ皇祖皇宗ノ遺範ニシテ朕ノ拳々惜

カサル所曩ニ米英二国ニ宣戦セル所以モ亦実ニ帝国ノ自存ト東亜ノ安定トヲ庶幾スルニ

出テ他国ノ主権ヲ排シ領土ヲ侵スカ如キハ固ヨリ朕カ志ニアラス然ルニ交戦已ニ四歳ヲ

閲シ朕カ陸海将兵ノ勇戦朕カ百僚有司ノ励精朕カ一億衆庶ノ奉公各々最善ヲ尽セルニ拘

ラス戦局必スシモ好転セス世界ノ大勢亦我ニ利アラス加之敵ハ新ニ残虐ナル爆弾ヲ使用

シテ頻ニ無辜ヲ殺傷シ惨害ノ及フ所真ニ測ルヘカラサルニ至ル而モ尚交戦ヲ継続セムカ

終ニ我カ民族ノ滅亡ヲ招来スルノミナラス延テ人類ノ文明ヲモ破却スヘシ斯ノ如クムハ

朕何ヲ以テカ億兆ノ赤子ヲ保シ皇祖皇宗ノ心霊ニ謝セムヤ是レ朕カ帝国政府ヲシテ共同

宣言ニ応セシムルニ至レル所以ナリ 

朕ハ帝国ト共ニ終始東亜ノ解放ニ協力セル諸盟邦ニ対シ遺憾ノ意ヲ表セサルヲ得ス帝国

臣民ニシテ戦陣ニ死シ職域ニ殉シ非命ニ斃レタル者及其ノ遺族ニ想ヲ致セハ五内為ニ裂

ク且戦傷ヲ負イ災禍ヲ蒙リ家業ヲ失ヒタル者ノ厚生ニ至リテハ朕ノ深ク軫念スル所ナリ

惟フニ今後帝国ノ受クヘキ苦難ハ固ヨリ尋常ニアラス爾臣民ノ衷情モ朕善ク之ヲ知ル然

レトモ朕ハ時運ノ趨ク所堪へ難キヲ堪へ忍ヒ難キヲ忍ヒ以テ万世ノ為ニ太平ヲ開カムト

欲ス 

朕ハ茲ニ国体ヲ護持シ得テ忠良ナル爾臣民ノ赤誠ニ信倚シ常ニ爾臣民ト共ニ在リ若シ夫

レ情ノ激スル所濫ニ事端ヲ滋クシ或ハ同胞排擠互ニ時局ヲ乱リ為ニ大道ヲ誤リ信義ヲ世

界ニ失フカ如キハ朕最モ之ヲ戒ム宜シク挙国一家子孫相伝ヘ確ク神州ノ不滅ヲ信シ任重

クシテ道遠キヲ念ヒ総力ヲ将来ノ建設ニ傾ケ道義ヲ篤クシ志操ヲ鞏クシ誓テ国体ノ精華

ヲ発揚シ世界ノ進運ニ後レサラムコトヲ期スヘシ爾臣民其レ克ク朕カ意ヲ体セヨ 

 

13．降伏文書  

下名ハ茲ニ合衆国、中華民国及「グレート、ブリテン」国ノ政府ノ首班ガ千九百四十五

年七月二十六日「ポツダム」ニ於テ発シ後ニ「ソヴィエト」社会主義共和国聯邦ガ参加

シタル宣言ノ条項ヲ日本国天皇、日本国政府及日本帝国大本営ノ命ニ依リ且之ニ代リ受

諾ス右四国ハ以下之ヲ聯合国ト称ス 

下名ハ茲ニ日本帝国大本営並ニ何レノ位置ニ在ルヲ問ハズ一切ノ日本国軍隊及日本国ノ

支配下ニ在ル一切ノ軍隊ノ聯合国ニ対スル無条件降伏ヲ布告ス 
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下名ハ茲ニ何レノ位置ニ在ルヲ問ハズ一切ノ日本国軍隊及日本国臣民ニ対シ敵対行為ヲ

直ニ終止スルコト、一切ノ船舶、航空機並ニ軍用及非軍用財産ヲ保存シ之ガ毀損ヲ防止

スルコト及聯合国最高令官又ハ其ノ指示ニ基キ日本国政府ノ諸機関ノ課スベキ一切ノ要

求ニ応ズルコトヲ命ズ 

下名ハ茲ニ日本帝国大本営ガ何レノ位置ニ在ルヲ問ハズ一切ノ日本国軍隊及日本国ノ支

配下ニ在ル一切ノ軍隊ノ指揮官ニ対シ自身及其ノ支配下ニ在ル一切ノ軍隊ガ無条件ニ降

伏スベキ旨ノ命令ヲ直ニ発スルコトヲ命ズ 

下名ハ茲ニ一切ノ官庁、陸軍及海軍ノ職員ニ対シ聯合国最高司令官ガ本降伏実施ノ為適

当ナリト認メテ自ラ発シ又ハ其ノ委任ニ基キ発セシムル一切ノ布告、命令及指示ヲ遵守

シ且之ヲ施行スルコトヲ命ジ並ニ右職員ガ聯合国最高司令官ニ依リ又ハ其ノ委任ニ基キ

特ニ任務ヲ解カレザル限リ各自ノ地位ニ留リ且引続キ各自ノ 非戦闘的任務ヲ行フコト

ヲ命ズ 

下名ハ茲ニ「ポツダム」宣言ノ条項ヲ誠実ニ履行スルコト並ニ右宣言ヲ実施スル為聯合

国最高司令官又ハ其ノ他特定ノ聯合国代表者ガ要求スルコトアルベキ一切ノ命令ヲ発シ

且斯ル一切ノ措置ヲ執ルコトヲ天皇、日本国政府及其ノ後継者ノ為ニ約ス(後略) 

  



14 

 

１４．日本人の対中認識の国際比較  

 

〇アジアにおいてもっとも影響力がある国家 

 アメリカ 中国 日本 インド その他 

豪州人 22 69 5 1 3 

中国人 40 56 4 0 1 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人 47 22 25 1 5 

日本人 48 39 11 1 2 

韓国人 60 35 2 1 3 

 

〇10 年後にアジアでもっとも影響力がある国家 

 アメリカ 中国 日本 インド その他 

豪州人 11 64 5 13 7 

中国人 13 77 5 3 2 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人 34 29 23 2 12 

日本人 28 34 13 20 5 

韓国人 23 67 1 6 3 

 

〇超大国としてのアメリカと中国 

 豪州人 中国人 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人 日本人 韓国人 

いつか中国＞アメリカ 55 57 41 17 41 

すでに中国＞アメリカ 14 10 12 6 22 

つねに中国＜アメリカ 30 33 46 78 36 

 

〇今後 10 年内にＡＰＲで紛争を起こす可能性がもっとも高い国・地域 

 台湾 ｳﾞｪﾄﾅﾑ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 韓国 ｱﾒﾘｶ 中国 日本 朝鮮 

豪州人 1 1 2 6 10 17 2 62 

中国人 1 3 7 2 12 9 56 9 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ人 2 5 1 10 21 13 11 36 

日本人 1 3 1 2 3 37 2 50 

韓国人 1 1 2 13 2 8 22 51 

 

（出所）シドニー大学アメリカ研究センター “Survey on America’s Role in the 

Asia-Pacific”（2016 年 6 月） 2015 年 10 月、各国 750 人を対象にインターネット上で行

った調査 


